
柏崎刈羽原子力発電所における
新潟県中越沖地震後の取り組みと現状
～放射線と地震に関する国民の不安への対処～
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本日の説明内容

発電所の被害・復旧状況

設備の健全性評価

災害に強い発電所に向けた対策

基準地震動Ssに対する耐震安全性向上

今後の取り組み
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発電所の被害・復旧状況
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新潟県中越沖地震の概要

発震日時；2007年7月16日10時13分頃
震源位置；上中越沖　北緯37度33.4分，東経138度36.5分
深さ；17㎞
気象庁マグニチュード；M=6.8
柏崎刈羽原子力発電所まで；震央距離：16㎞，震源距離：23㎞
震度；震度6強：柏崎市，刈羽村，長岡市、

　　　　 震度6弱：上越市，小千谷市，出雲崎町

KK NPS
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原子力安全は確保
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原子力安全にとって最も重要な機能

「止める」

　　⇒　スクラム　⇒　全制御棒全挿入

「冷やす」

　　⇒　原子炉水位を確保

　　⇒　原子炉水：100℃未満、原子炉圧力：大気圧　⇒　冷温停止

「閉じ込める」

　　⇒　燃料及び被覆管、圧力容器は健全　⇒　環境への影響無し

　設計通りのプラント挙動と運転員の冷静・的確な操作により安全を確保設計通りのプラント挙動と運転員の冷静・的確な操作により安全を確保
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３号機所内変圧器の火災

ショートによる火花に起因して、３号機所内変圧器で火災が発生。

─屋外消火設備の損傷により消火活動が難航

所内変圧器

防火壁 ３号機
タービン建屋

接続母線部

（現状）
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６号機の放射性物質の漏えい

使用済燃料プール水が燃料交換機の電線管を通じて非管理区域へ滴下

し，排水タンク経由で海へ放出

原子炉建屋

排水口

地下１階

３階

中３階

管理区域非管理区域

４階

水溜り

水溜り

非放射性の排水タンク

使用済み
燃料プール

海

燃料交換機
給電ボックス流入箇

所

放水口 ケーブル貫通部
構造の問題

放射能測定の遅れ
（現状）
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７号機の放射性物質の漏えい

復水器内に滞留していたヨウ素および粒子状放射性物質が、タービン

グランド蒸気排風機により吸引され放出

原子炉建屋

タ ー ビ ン
建屋

排
気
筒

ﾌｨﾙﾀ

ﾌｨﾙﾀ

原
子
炉

復水器

タービン ７号機主排気筒
モニタ小屋

建屋換気

活性炭式希ガス
ホールドアップ装置

プラント停止後も
稼動していた 排風機停止操作の遅れ

排風機



中越沖地震時の漏えい，放出事象の線量
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1.0　周辺監視区域境界外（一般公衆）の線量限度
1

0.1

0.01

0.05　発電所周辺の線量目標値

放射線の量（mSv/年）

0.001

0.013　柏崎刈羽原子力発電所の線量評価値
「原子炉設置変更許可申請書」記載値

0.001以下

希ガス0.007mSv、

液体0.005mSv、

よう素0.0006mSv

線量評価に用いた放出量（Bq/年)を放出管理目
標値として保安規定に定めている。

放出管理目標値
希ガス：6.7×1015Bq/年、
気体よう素131：2.3×1011Bq/年
液体：2.5×1011Bq/年（トリチウム除く）

７号機放出 ：約0.0000002 mSv
６号機漏えい：約0.000000002 mSv

柏崎刈羽原子力発電所の実績
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日常生活における放射線

７号機放出 ：約0.0000002 mSv

６号機漏えい：約0.000000002 mSv

中越沖地震における
漏えい，放出による線量
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自然放射線から受ける線量
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自然および人工放射線源から受ける年間線量



12©2008 The Tokyo Electric Power Company, Inc. All Rights Reserved.

放射線の様々な利用
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原子力発電所周辺の線量目標値

努力目標努力目標としてとして線量目標値を規定
実効線量で年間０．０５ｍ年間０．０５ｍSvSv

被ばく経路による実効線量を評価

線量目標値の運転段階での適用
線量目標値の範囲内で年間の放出量を「放「放
出管理目標値」出管理目標値」として定め，これを超える
ことのないように努める。

「放出管理目標値」を超えた放出がなされ
た場合
線量評価

必要に応じて，放出方法・設備等を改善
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放出管理目標値（東京電力）

安全審査において，線量目標値の範囲内の年間の放出量から，
被ばく線量を評価

原子炉施設保安規定において，被ばく経路毎に規定

放出管理目標値と被ばく線量

気体廃棄物
液体廃棄物

希ガス よう素

放出管理目標値 2.2×1011Bq/年

０．００６ｍSv/年

1.4×1011Bq/年

０．００２ｍSv/年

2.5×1011Bq/年

8.8×1015Bq/年 4.8×1011Bq/年

０．００５ｍSv/年

０．０１８ｍSv/年 ０．００４５ｍSv/年※1被ばく線量

5.5×1015Bq/年 2.3×1011Bq/年放出管理目標値

０．０１６ｍSv/年 ０．００２ｍSv/年※1被ばく線量

6.7×1015Bq/年 2.3×1011Bq/年

被ばく線量

放出管理目標値

０．００７ｍSv/年 ０．０００６ｍSv/年
柏崎刈羽

福島第二

福島第一

※１：現在の評価指針に合わせて算出した値。線量目標値指針は平成元年まで線量目標値の規定方法が
　　　異なっていた。よう素については，甲状腺被ばくとして算出していた（設置許可）。

約０．００００００２ mSv７号機放出

約０．００００００００２ mSv６号機漏えい

中越沖地震による漏えい，放出による線量
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しきい値なし直線の仮説

放射線の人体への影
響は「確定的影響」と
「確率的影響」。

確率的影響では，低い
線量域では発がんリス
クを疫学的に示すこと
はできない。

原子力発電所の作業
で被ばくする場合のよ
うに，少量の放射線を
何度も被ばくするよう
な場合には，LNT仮説
から予想されるよりも
実際のリスクはずっと
小さくなることを示唆。

出展：電力中央研究所ホームページ
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被ばく低減への取り組み（年度ごとの総被ばく線量）
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年度ごとの総被ばく線量（各国比較）
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被ばく低減への取り組み（個人被ばく線量）
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設備の健全性評価
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点検・評価計画書

地震後の保全活動全般については、保安規定に定める「特別な保全計
画」を策定し実施

　（主要対象機器：熱交換器140基、ポンプ350台、弁15,000個等）

（110万kWクラスの例）

このうち、工事計画書対象設備については、原子力安全・保安院から
の指示*に基づき、「点検・評価計画書」を策定

　*原子力安全・保安院指示文書：「新潟県中越沖地震を受けた柏崎刈羽原子力
発電所の設備の健全性に係る点検・評価計画について 」（平成19年11月9
日付）

この計画に基づき，現在点検および地震応答解析を実施中

点検及び地震応答解析については、非破壊検査手法、詳細評価手法
等に最新の技術、知見を取り入れ、様々な手法で実施していく
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点検・評価計画スケジュール

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月以降

1号機

2号機

3号機

4号機

5号機

6号機

7号機

2007年 2008年

総合評価

地震応答解析評価

点検評価

総合評価
地震応答解析評価

点検評価

総合評価

地震応答解析評価

点検評価

総合評価

地震応答解析評価

点検評価

総合評価

地震応答解析評価

点検評価

総合評価

地震応答解析評価

点検評価

総合評価

点検評価

地震応答解析評価
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災害に強い発電所へ向けた対策
－　主に耐震クラスの低い設備　－
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消火設備の強化

消火設備の損傷対策
消火系配管の地上化、フレキシブル
ジョイントの採用等

防火水槽設置など水源の多様化

耐震防火水槽設置

消火配管の地上化消火配管のトレンチ化
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自衛消防体制の強化

初期消火体制の不備
２４時間体制の消火班配備

化学消防車、水槽付きポンプ車の配備

化学消防車 水槽付き消防ポンプ車
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基準地震動Ssに対する耐震安全性向上
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地質調査の結果

3月27日に当社より新耐震指針に基づいた調査結果を提出、
国の委員会、県の技術委員会にて審議

調査結果
（5月12日
提出）

同時活動を考
慮

佐渡島棚東縁
断層

37

F-B断層 34 なし

29

30

25

54

22

16

なし

なし

長さ　55km

長さ　91km

佐渡島南方断層

F-D断層

高田沖断層

角田・弥彦断層

気比ノ宮断層

片貝断層

長さはkm
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地表面下
–289m

地表面下
–255m 地表面下 –290m

地表面下
–167m

地表面下
–146m

原子炉建屋
基礎版

地下深くの岩盤
(解放基盤表面)

1号機 2号機 3号機 4号機 7号機 6号機 5号機

中越沖地震
(観測値) 680 606 384 492 356 322 442

基準地震動に

よる揺れ
829 739 663 699 642 656 543

基準地震動 Ss2,280 1,156
単位：Gal

基準地震動による建屋の揺れの大きさを基に、
1000Galで発電所の耐震安全性を向上

基準地震動および建屋の揺れ
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基準地震動Ssに対する耐震安全性向上のための工事の例(1)

＜配管サポート追加のイメージ＞

壁

壁

サ
ポ
ー
ト配管

 

配管

サポートの追加

サポート

＜既設配管サポートのイメージ＞

サポート追加により、配管の揺れを低減
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基準地震動Ssに対する耐震安全性向上のための工事の例(2)

原子炉建屋
屋根トラスの強化

主排気筒の
支持構造物の追設
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今後の取り組み
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災害に強い発電所作り

引き続き健全性の総合評価（点検・解析）を実施していく

個々の機器（機器レベル）の健全性が確認されたものについて，
次の段階の健全性確認として，系統レベルでの健全性を確認を
していく

危機管理体制強化（災害に強い発電所へ向けた対策）を着実に
実施

発電所の耐震安全性を評価し，必要に応じた強化工事を実施
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放射線管理の強化

一定の震度以上の地震が観測された場合に，サンプ経由で系外
放出するおそれのある非管理区域の非放射性排水ポンプスイッ
チを「切」にする（運用開始済）

夜間・休祭日の放射線計測要員として，従来の委託測定員に加
えて放射線測定当番（社員）が発電所内または近傍に常時待機
する体制を確立する（実施済）

低レベル放射性廃棄物のドラム缶の転倒防止をはかる

モニタリングポストデータ伝送の多重化およびデータ伝送装置
を免振重要棟へ移設する
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透明性の確保

国の情報収集体制強化に併せ，プラント情報（放射線情報を含
む）の常時伝送化を実施する

迅速でわかりやすいプレス発表を実施するため，プラント状況，
放射線，火災・災害等の個々の重要項目について，プレス発表
の文案を準備・作成する（作成済）

情報の公開を徹底し，国内外の専門家にデータを提供すると共
に，地元の皆様にもご理解頂けるよう努力していく

今回の地震により得られた知見について，徹底的に情報公開

今回の地震により得られた教訓の共有をはかり，世界の原子力
安全の向上に貢献
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【参考】情報公開と説明（１／２）

記者会見、ホームページ、パンフレット等による情報公開

ホームページ ニュースアトム
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地元の皆さまの関心を踏まえた説明会の開催

地元の皆さまやマスコミの方々をはじめとするあらゆる方を対象
とした発電所見学会の開催

発電所で起こったこと、現在の状況の説明

皆さまの心配と関心の把握

地元説明会 発電所見学会

【参考】情報公開と説明（２／２）
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【参考】地元の復興に対する当社の取り組み（ボランティア活動）

中越沖地震が発生した後、H19.9月末頃までボランティア活
動を実施。

当該ボランティア活動には社員約２０００名が参加。

実施した主なボランティア活動。

損壊した家屋からの家財の搬出、散乱した家財等の片づけ

仮設住宅への引っ越しの手伝い

建物危険度判定の実施

東電病院から医師１名、看護師１名、事務員１名を派遣し、巡回診察
を実施

生活用水等の運搬

女性社員による入浴施設の浴室テント内の整理等
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【参考】柏崎刈羽原子力発電所の停止の影響柏崎刈羽原子力発電所の停止の影響－電力需給－－電力需給－

•　柏崎刈羽原子力は出力821.2万kW、東京電力の発電量の17%を発電。
•　停止は供給面、環境面（CO2排出増加）、収支面に大きな影響。

＜Ｈ２０夏の安定供給対策＞

2008年度夏期の想定最大電力（発電端１日最大）6,110万kW程度。

6,670万kW程度の供給力を確保。新規電源の運転開始や休止火力の運転再開で250

万ｋＷ。さらに、川崎火力１号系列第１軸の試運転前倒し（40万ｋＷ）、発電所の増

出力運転や自家発の余剰購入などを実施。

節電のお願い、燃料の追加調達など、全社を挙げて電力供給の安定に取組む。

＜ＣＯ２排出量への影響＞

平成１９年度において、約400億ｋＷｈを火力発電で代替し、約2300万ｔ-CO2（日

本全体の排出量の約２％相当）の影響。

＜東京電力収支への影響＞

平成19年度において、6150億円の収支悪化。

平成20年度において、現時点での影響見通しは7480億円。
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【参考】柏崎刈羽原子力発電所の停止の影響－柏崎刈羽原子力発電所の停止の影響－COCO22排出量－排出量－

柏崎刈羽原子力発電所の停止により、東京電力の年間CO2排出量は約3割増

　加し、CO2排出削減の自主目標の達成にも影響

日本全体では、CO2排出量(17年度実績:12.93億t)が約2%増加
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【参考】柏崎刈羽原子力発電所の停止の影響柏崎刈羽原子力発電所の停止の影響

燃料費が大幅に増加しているものの、これまでの経営効率化に加え、今後の

効率化努力を最大限織込み、2008年9月以降も8月までの料金水準を維持。

　→ 現行の電力量料金単価 (2006年4月1日～) に2008年7-9月分適用の

　　　燃料費調整単価を加えたものが、9月1日からの電力量料金単価に。

電気料金の推移（標準世帯:30A/290kWhで試算）
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【参考】今夏の最大電力発生状況今夏の最大電力発生状況

今夏の発電端最大電力と日最高気温
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06/9～06/13(6月第2週)

06/16～06/20(6月第3週)

06/23～06/27(6月第4週)

06/30～07/04（6月第5週）

07/07～07/11（7月第2週）

07/14～07/18（7月第3週）

07/22～07/25（7月第4週）

07/28～07/29(7月第５週)

※日最高気温は全店加重平均気温

今回最大H20.7.25
34.1℃

6,008万kW

夏期１日最大計画値
35.2℃

6,110万kW

昨夏最大
36.0℃

6,147万kW

7/19（土）の梅雨明け以降、30℃以上の高気温が継続。現時点での今夏最高であ
る34.1℃を記録した7/25（金）に6,008万kWの最大電力が発生。


